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ブロック別協議会をふまえた
消費者行政ＡＤＲ検討会の実施

○主催 京都弁護士会 消費者行政一元化推進本部

○参加 京都府・京都市・宇治市・城陽市・八幡市

（消費生活相談員によるあっせんを積極的に実施して
いる自治体に弁護士会より呼び掛け）

○開催日程

① 平成21年1月 9日
② 平成21年1月26日
③ 平成21年2月 9日（中間報告（案）の検討）
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ブロック別協議会をふまえた
消費者行政ＡＤＲ検討会の実施

【消費者行政ＡＤＲ検討会の趣旨（2009年1月9日第1回検討会資料より）】

消費者行政ブロック協議会での意見

・消費者相談に関して市として最低限の対応は出来ると思う。
・難しいことは府や弁護士会などで取り扱うものとするようなスムーズな体制が必要と思う。
市と町村では、組織の規模が違う。町村の立場からすると、まず府がどのような体制を構築してくれるのか
がはっきりしなければ動けない。

・掘り起こせば相談は次々に出てくるように思う。
・多重債務も広報すれば人が来るように、消費者相談も掘り起こせば結構あるはず。
・消費者相談は専門的知識が必要なので振興局に相談するケースが多い。
・振興局には相談員が２名おり、相談は多い。何件もの相談に１人で対応している。
・振興局は市町村で手薄なところをサポートする役割になるのではないか。
・少なくとも取引分野に関しては体制さえできれば市町村でもできると思う。

市町村での相談には相談助言弁護士を派遣するとともに取り扱い件数を増加させ、
解決困難案件については府にＡＤＲを設置し回付（消費者の申立）するようにしては
どうか。
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ブロック別協議会をふまえた
消費者行政ＡＤＲ検討会の実施

【消費者行政ＡＤＲ検討会のイメージ(案）（2009年1月9日第1回検討会資料より）】
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ブロック別協議会をふまえた
消費者行政ＡＤＲ検討会の実施

【消費者行政ＡＤＲ検討会での論点整理（2009年1月9日第1回検討会資料より）】

論 点 弁 護 士 会 イ メ ー ジ

Ⅰ 法令上の問題点
①安全法の成否にかかわらず実施できるか。 府条例２４条によって実施可能。

②府条例の制定・変更は可能か。 現行２４条の枠内のものであり制定・変更は不要。

Ⅱ 手続上の問題点

①常設か事件発生毎に招集するか。 常設にする（曜日と時間を固定する）。

②対象事件に限定を設けるか。 取引被害に限定する（安全の問題は対象外）。

③申立権を付与するか。
現行２４条の消費者からの苦情の申出とする。事業者側には申
立権はない。

④相談員によるあっせんを前置とするか。 あっせんを前置とする。

⑤期日を設けるか。 設ける。

⑥期間はどの程度か。 事案にもよるが概ね２～３回以内での解決を目指す。

⑦当事者の出頭を義務化するか。 必ずしも義務としない。書面審理、電話での審理等も可とする。

⑧結果を公表するか。 現行２４条の枠内ゆえ不可能。将来的な課題とする。

Ⅲ 委員選任の問題点

①委員の中立性・独立性をどのように担保するか。 弁護士会への推薦依頼に応答する。

②委員の人数・給源
弁護士１名とする。ただし、事実関係が複雑で詳細な聴取が必
要な事案については相談員ＯＢＯＧの関与も検討する。

Ⅳ その他の問題点

①手続費用につき当事者の負担を求めるか。 未検討。

②振興局でも実施するか。
当面は府センターでの書面審理、電話などを活用。しかし現場で
の事情聴取の必要性等から将来的にはテレビ電話システムの
導入も検討する（セキュリティ面が課題）。

③市町村でのあっせん記録を府のＡＤＲでその
まま利用できるか。

未検討。協議会で確認する。

④不成立事件のその後をどうするか。
訴訟につなげる体制が必要（それがないと事業者側が応諾しな
い）。弁護士費用が問題となる。
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ブロック別協議会をふまえた
消費者行政ＡＤＲ検討会の実施

【消費者相談に関する現状の課題（2009年1月26日第2回検討会資料より）】
○ （国民生活白書平成２０年版）消費者被害による経済的損失は最大３兆４０００億円（国民１人あたり約２万８０００円

【京都府：２６３万人：７３６億円】）。消費者被害は、少額多数被害と、件数は少ないが高額被害が同居している。３人に
１人は被害にあっても誰にも相談していない。

○ 消費者センターの認知度・利用度に比し司法手続の利用は消費者の負担が大きい（少額被害の場合は特に）。

基本的には行政の情報提供、相談・助言、あっせんによる解決が期待される。

⇒・消費者の地元の自治体における相談受け付け体制の強化が必要
・そのためには一定の段階で既存の相談を打ち切ることも必要

⇒・打ち切った後の次のステップは消費者にとって負担の少ない（経済的・心理的・場所的・ワンス
トップ的）ものでなければならない。次は訴訟しかないというのでは消費者被害は救済されない。

○ センターのある自治体とない自治体との間では相談・助言能力、ＰＩＯ－ＮＥＴを含めた情報量等様々な差がある。セン
ターのある自治体間においても人的体制、相談体制、対応力等に差がある。

○ 体制の整っているセンターにおいても一定の法的助言体制が必要である。

⇒ 各自治体における相談体制を強化することが必要

○ 消費者相談は裁判よりセンター等へ持ち込まれる件数が多い一方で、助言・あっせんによる解決は個別事案限りとな
ることが多く、解決例が一般ルール化しにくい。同一事業者、同種事案についても最初からあっせんし直すこととなる。

⇒ 同種事案については同種の解決案・同種のあっせん案を相談現場にフィードバックすることが必要15



ブロック別協議会をふまえた
消費者行政ＡＤＲ検討会の実施

【消費者相談に関する現状（課題）と対策のイメージ（2009年1月26日第2回検討会資料より）】
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